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日本電子工業における国際競争力の低下と

水平分業の役割

I 問題の所在

E 電子工業の貿易実態

皿 先行文献と問題の整理

I 問題の所在

明石芳彦

N 提携水平分業関係とその役割

V 結びに代えて

本稿では日本の電子工業の製品困際競争力と企業の製品競争力を論じる(電子工業製品は

主にテレビ，携帯電話.PCなど，完成品を指す).国際競争力に関わる園単位の貿易統計上，

生産拠点が国内から海外に移転すれば，輸出減・輸入増の実態を反映した国際競争力指標は

低下する 1) 一方，日本企業が海外生産品を含めた事業を計画通りに行い販売できていれば，

企業の製品競争力は世界市場販売シェア上位として表示される.つまり，産業(工業)の競

争力と個別企業の各製品ごとの競争力とは，着目点が国民経済か個別企業かと異なる.また，

貿易収支による産業分析には方法論的な限界があるが，企業の製品別市場シェアも結呆指標

でしかなく，結果を導いた多数の説明要因の分析が欠かせない.

実際のところ，日本の電子系企業は製品競争力の低下傾向が顕著で，事業赤字が継続し，

事業からの撤退か，ハイエンド製品にこだわる戦略立て直しかを迫られてきた.ハイエンド

製品とローエンド製品のパランスに関わる事業発想の転換と生産体制の再編が求められてい

るといえる.他方，ローエンド製品市場での事業展開を進めていく場合，それは例えば，す

べての生産工程を一社単独で実施する方式から，グローパルにみた新たな連携や分業方式へ

[キーワ}ド]国際競争力，水平分業，棲み分け，製品セグメント，魅力ある製品

1 )一般的に，国際競争力は. (輸出 輸入)/ (輸出+輸入)の指標などで測定され(貿易特化

係数とも呼ばれる).企業の製品競争力は，製品ごとの世界市場シェアで測定されることが多い.

だが，貿易統計でみる国際競争力概念の意味は実態的に減少しているー
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(宮崎 [2008]).

本稿では，技術的に高度な製品の汎用品化 (コモデイティ化)の中，電子工業の競争力低

下を，製品・部品のデジタル化とモジュール化以外の側面からの検討を試みる.例えば，

の転換を迫る意見もある

マ

ーケテイングや競争戦略論でいう「製品市場セグメントjの成立要因 (それは販売市場での

一方，製品差別化とは異なる点)に着 目して，製品販売市場での棲み分け条件を検討する.

業務提携または競争と協調の捉え方を整理して，水平分業などの連携が選択される条件を検

ただし，いかに連携 (水平分業)するかを論じるのではなく ，製品競争力を生かす討する.

提携の条件や特徴および連携により解決できる課題とそうでない課題の特質を検討する.

このように，本稿では，企業の製品販売能力や低コストでの生産能力と生産段階での連

同じ電子工業市場においても，事業を首尾携 ・分業関係に関わる論点を検討する.最後に，

良く進めた企業が存在する理由をいかに説明できるかについて若干触れる.

電子工業の貿易実態E 

日本電子系企業の国際事業展開と事業内容の変化

日本電子工業の生産額 ・貿易額推移)
 

aE

，
 

(
 

日本の電子工業は，民生用電子機器，産業用電子機器，電子部品 ・デバイス 3つの部門か

日本の(社)電子情報技術産業協会(JEITA)統計データに従い，ら構成される.以下では，

国際競争力の状況を時系列的に把握する.電子工業の生産と貿易に関する推移から，

図 1には電子工業全体の貿易動向が示されている.電子工業の輸出額は2008年まで拡大し
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図1 電子工業の貿易状況

注)1985 -1999は|日資料(年度ベース).2000 -2012は現行資料(年べー
ス)に依拠.

出所)jEITM電子工業生産実績表Jr包子工業輸出入実紛表jから筆者作成.
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た後，縮小に転じており，輪入額も2008年まで拡大し，その後，横這い傾向にあることが分

かる.その結果，電子工業全体の貿易黒字は1985年8.6兆円.1991年9.1兆円.2000年6.9兆円，

2007年5.8兆円から2012年5500億円と大幅に縮小した.(輸出ー輸入)/ (輸出+輸入)で産出

した競争力係数は1985年0.80から2012年0.03までほぼ一貫して下落している.伝統的概念での

国際競争力は低下していると分かる.

次に，電子工業の 3つの部門別に概況をみる.まず， 図2-1で，民生用電子機器の圏内

生産額は.2000年に2.2兆円であ り， その後も主に 2兆円代で推移していたが.2011年以降，

激減して2012年に1.1兆円となった.民生用電子機器の輸出額は.1985年3.8兆円. 1996年1.5兆

円.2000年1.5兆円.2004年1.8兆円.2012年8167億円と推移した (2012年， ビデオカメラとデ

ジタ Jレカメラの合計輸出額は7448億円であった).一方，輸入額は1985年236億円. 1995年

3332億円.2005年7811億円.2012年5904億円と推移 した(ちなみに.2012年の輸入額はピデ

オカメラとデジタルカメラの合計で1660億円，音声機器1608億円，液晶テレピ1479億円であ

った).2012年は貿易黒字であるが，輸出額の大幅な滅少と輸入額の拡大から2010-11年は貿

易赤字となった.
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図2ー 1

出所)図 lに同じ.

民生用電子機器の生産と貿易

図2-2で，産業用電子機器の圏内生産額は.2000年に12.2兆円だったが.2002年.2009年

の減少を経て.2012年には4.1兆円となった.構成品目である通信機器(携帯電話など)およ

び電子応用装置 (パソ コンなど)の生産額はいずれもそれとほぼ同様の推移を示 している.

産業用電子機器の生産額規模は大きく縮小した.

産業用電子機器では，輸出額が1985年3兆円. 1997年3.9兆円.2000年3.2兆円から2012年1.3

兆円と推移した.輸入額は1985年4000億円. 1995年1.4兆億円.2005年2.8兆円， 2012年4.1兆円
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と拡大した.2012年の輸入額は，移動電話 1兆1202億円，電子計算機本体I兆110億円(同年

輸出額は，移動電話24億円，電子計算機本体1127億円)であった.2003年以降， パーソナ

ル ・コンピューターや携帯電話な どが産業用電子機器の貿易赤字の主品目となっている.

第36巻季刊経済研究4 

140000 

120000 

F

F

 

申

o
h
D
 

問。円。-
O

年
g
/
 

広

報

的
国

円品目
F

白
申
国

』戸田
町
田

の
U

100000 

80000 

60000 

40000 

20000 

E 
埋E

産業用電子機器の生産と貿易図 2-2

出所)図 lに同じ.

その後，8 -10兆円で推移

していたが， 2007年以降，減少し2012年には6.6兆円となった.なお， 2012年の電子部品生産

額は2.4兆円で，①受動部品(コンデンサ，機能部品等)7474億円， ②接続部品(コネクタ，

スイッチ等)8251億円，③電子回路基板(プリント回路基板，モジュール回路基板等)5803 

うち①集積回路1.9兆円，②液晶デパイ

図2-3で電子部品 ・デバイスの生産額は，2000年に11.8兆円，

億円である.電子デバイスの同年生産額は4.2兆円で，

ス1.2兆円，①半導体素子0.9兆円である 2)

電子部品 ・デバイス部門の輸出額は1987年から拡大基調となり ，2000年9.5兆円から2007年

10.9兆円までは拡大基調で推移 したが， 2009年以降，低下傾向となった

れは電子デバイスや機器部分品の動きと連動している.構成品目別に輸出額をみると，電子

下落傾向を伴い2012

そ(2012年6.6兆円)• 

部品は2000年1.9兆円から2007年2.3兆円と変動的に推移したが，その後，

年1.5兆円となった.電子デバイスは2000年3.8兆円から2007年4.6兆円と変動的に推移し，その

後も変動しつつ2012年2.9兆円となった.機器部分品も2000年3.7兆円から2007年4.4兆円まで変

その後はやや低下傾向となり， 2012年2.2兆円となった.電子部品 ・デ動しつつ推移したが，

2 )民生用電子機器，産業用電子機器，電子部品 ・デバイスの各部門は1983年には2.5-3兆円規模

で結抗していたが，民生用電子機器の海外生産シフトが進み1985年を頂点に園内生産は滅少した

次に，拡大基調にあった産業用電子機諜も1999年頃を頂点に国内生産額は傾向的低下に転じ，

2002年，電子部品 ・デバイスの生産額を下回った.
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図2-3 電子部品 ・電子デバイスの生産と貿易

出所)図 1に同じ.

5 

パイスの輪入額も1985年6133億円， 1995年2.1兆円， 2005年4.8兆円， 2012年3.4兆円と推移した.

うち，電子部品輸入は1985年1441億円， 1995年28日億円， 2005年6582僚、円， 2012年4620億円

と推移し，電子デバイス輸入額は1985年2311億円， 1995年1.1兆円， 2005年2.2兆円， 2012年1.7

兆円と推移した.なお，集積回路の貿易はこの間，黒字の状態であった.

以上，電子工業の生産は2008年以降，大きく落ち込んだ.また，輸出額も，牽引役の電子

部品 ・デバイスの金額が2007年以降 大きく低下する形で推移している.民生用 ・産業用電

子製品の輸出減少と輸入増加の結果，国際競争力が低下した上に， 2008年以降は電子部品 ・

デバイスの輪出額も縮小しているのである.

( 2 )日本電子製品の貿易状況と世界市場シェアの例示

電子製品の典型的製品として，薄型テレピ，パソコン，携帯電話，集積回路の状況を例示

する.

1 )薄型テレビ

図3-1で，液晶テレピの圏内生産額は2000-2010年に拡大したが， 2011-2012年は驚異

的に縮小した.またその輸出額は2004年の1652億円がピークであり ，輸入額は2009年から拡

大している.また，図 3-2からは，プラズマディスプレイパネル (PDP)テレピの輸出が

2007年の560億円から経年的に縮小したことを確認できる.さらに，表 1-1から，日本企業

群の世界市場シェアは2003年の 7割超から2007年の約34%へと半減しており，とくにシャー

プの世界市場シェアが2003年48%から2007年12%へと激減したことが分かる(同社の2007年

圏内シェアは38%だ、った). 

圏内出荷額でみて， 2003年度，液晶テレピとプラズマディスプレイパネルテレピからなる
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図 3-2 PDPテレビの貿易状況

出所)r家電産業ハンドプックJ2013年，より筆者作成.

E 

薄型テレピ出荷額 (3800億円)は，ブラウン管テレビ出荷額 (2800t;意円)を上回った (明石

[2009J図 1) .この点を勘案すると， 液晶テレピは短期的に事業が拡大したが，囲内産業と

しては一気に競争力を失ったことが分かる.つまり，圏内生産体制の交替時期が結果として，

世界における日本液晶テレビの存在感を示すピークであったと読みとれる.

なお， 2007年に，大型液晶パネルの製造における割合は台湾企業45.9%，韓国企業40.4%，

日本企業9.9%，中国企業3.8%となり，日本企業の主導権は失われたと言われた (r日本経済

新聞J2007年 4月23日)が，表 1-2から分かるとおり ，2000年時点ですでに韓国系企業が3

割余を占めていたのである.
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液晶テレビ

2003年 2∞7年 2012年

企業名 市場シェア 企業名 市場シェア 企業名 市場シェア

シャープ 48.1 サムスン電子 18.7 サムスン電子 26.4 

ソニー 13.7 ソニー 17.1 LG電子 14.4 

松下電器 13.7 シャープ 11.7 ソニー 8.4 

サムスン電子 10.1 フィリプス 9.9 シャープ 5.8 

東芝 5.6 LG'電子 8.0 TCL 5.0 

東芝 5.7 E五sense 4.8 

パナソニック 4.7 

その他 8.8 その他 28.9 その他 30.5 

表 1-1 

1

2

3

4

5

6

7

 
注・単位は%.市場シェア算出の元と在る市場合計値は各年，出荷台数ベ

ス(台数不明)，出荷金額ベ ス679.2億ドル，売上高ベース約9.7兆円.

出所・『日経産業新聞J2005年7月19日， r日本経済新聞j2008年3月14日，

I朝日新聞j2013年 10月10日

大型液晶パネル

20∞年 2005年 2009年 2012年

企業名 市場シェア 企業名 市場シェア 企業名 市場シェア 企業名 売上品

サムスン電子 20.5 LGフィリッフヨLCD 22.2 サムスン電子 27.6 LGディスプレ 237 

LGフィリップスLCD 14.0 サムスン電子 21.8 Lβテ'ィスプレ 24.9 サムZンディスプレ 203 

日立製作所 10.1 AUO(友達先電) 13.7 奇美電子 16.3 群創光電 131 

γャープ 7.6 CMO(青美電子) 11.2 友達光電 15.7 友達光電 124 

東芝 6.8 シャープ 7.3 シャープ 6.5 シャープ 54 

NEC 6.6 中華映管 5.5 

鳥取三洋電機 5.0 広輝電子 4.4 

IBM 4.6 識字彩晶 3.9 

エイサク'ルプ 3.6 BOEハイディスノロジ 2.6 

菱電機 3.1 m下ディスクプwク')0':，:- 1.8 

その他 18.1 その他 5.6 その他 9.0 

表 1'~2

1

2

3

4

5

6

7

8

9

m

 
注)大型とは， 10型以上のパネルを指す.2日09年はテレビ用液晶パネルの数値，

単位は%出荷台数ベ ス:3060万台， 240万台 p 金額ベース:数値不明

売上高の単位は億ドル.

出所 『日本経済新聞J2001年6月 16日， 2006年4月8日， 2011年2月4日， 2013年 10月7日

2)携帯電話・スマートフォン

図4に示した通り，携帯電話の圏内生産額は2003年をピークに下落に転じ， 2009年以降，

メーカー数も約10社から半減している3)輸出額も2004年がピークであり，輸大幅に縮小し，

3) JEITAによれば，携帯電話とは「携帯用および自動車に搭載される移動局電話装置で， 般加

入電話網に接続されるものjを言い，無線カード，モジュール， PHSとの複合機，携帯情報端末

を含む. PHS (Per四 nalHandyphone Syslem)は，PHS基地局を通じて一般加入電話網に接続す

るPHS端末jを言い， PHSモジュール，音声通信用，データ通信用を含む.

http://、町W 田1e1旬.or.jp/japanese/s也t/cellul町/2012/03.h町t

なお，スマートフォン「出荷比率J(スマートフォン台数の移動電話(携帯電話+公衆用PHS)

全体台数に占める比率)は2010年 4-6月では約 4%であったが， 2011年 4-6月になるとそれ

は約32%，2012年 1-3月では約53%，2日12年 7-9月では約64%に及んでいた ここでスマー
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図4 携帯電話の国内生産額と貿易状況

注)]EITA統計では，生産額は携帯電話，輸出番目と輸入額は移動電話の値である.

出所)図 1に同じ.

国

入額は2007年から急拡大している.

表 2- 1から，携帯電話の世界市場では2000年に松下通信工業が登場するだけである .

内市場では上位をしめる企業(表 2-2) も世界では精細を欠いてきた. とくに，2012年の

携帯電話の輸入額は 1兆1192億円， 輸出額は24億円であった (JEITA).なお， 2012年携帯電

話の日本国内販売台数のうち海外メーカーの日本国内販売台数シェアは 4割を越えるととも

日本メーカーの圏内販売機器の半数近くがアジア製といい， 2012年出荷台数1574.9万台に

機 帯電話

2000年 2007年 2010年 2012年

企業名 市.it}シェア 企業名 市場シェア 企業名 市場シェア 企業名 市場シェア

ノキア 30.6 ノキア 38.3 ノキア 28.9 サムスン電子 23.5 

モトローラ 14.6 サムスン電子 14.1 サムスン屯子 17.6 ノキア 19.3 

エリクソン 10.0 モ トローラ 13.9 LG電子 7.1 アッフ。)1.- 7.8 

シーメンス 6.5 ソニー・エリクソン 9.1 則M 3.0 LG電子 3.7 

松下通信工業 5.2 LG電子 7.1 アップル 2.9 ZTE 3.3 
サムスン包子 5.0 
その他 28.1 その他 17.5 その他 40.5 その他 42.4 

表 2-1

'ーの
L

『
υ

an守

F
D
ι
ν

注 :RTM'まResearchIn Motion社(その後.ブラックペリーと改称)，ZTEは中興通訊.

注:単位は%.出荷台数ベース(JI闘に.41s: 1273万台.以下，不明).

出所 1日本経済新聞J2001年9月5日.2008年 10月4日， 2011年2月10日.2013年9月4日

トフォンとは， i携帯篭話 .PHSに携帯情報端末 (PDA) を融合させた端末で，音声屯話機能 ・ウ

エプ閲覧機能を有し，仕様が公開されたosを搭載し，利用者が自由にアプリケーションソフトを

追加して機能拡張やカスタマイズが可能な製品Jを言うりEITA).これは出荷台数ベースの統計

であるが，こうした出荷状況が数年間継続すると ，世帯普及率も高い水準に達することが予想さ

れる.
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携帯電話 (日本国内)

2001年度 2012年度

企業名 市場シェア 企業名 市場シェア

NEC 27.7 アッフリレ 25.5 I 
/~ナソニック 19.7 富士通 14.4 

シャープ 10.0 シャープ 14.0 

ニ菱電機 9.0 ソニー 9.8 

ニ洋'屯機 7.2 サムスン電子 7.2 

ソ一一・エリクソン 7.1 京セラ 7.1 

東芝 5.9 パナソニック 6.9 

富士通 5.4 NECカシオ

その他 8.0 その他 I 9.8 I 

表 2-2

'ーの
d

q

d

aq
E
G
n
O
勾
，

a

a
o

注:単位は%.出荷台数ペース(不明， 4181万台). 
出所:r日本経済新聞J2001年9月5日， 2013年9

月12日

かつ，サムスン電

cr日本経済新聞J2013年 3

アップル「アイフォーンjなど中国からの輸入額が8割であり ，ついて，

子「ギャラクシ-S3Jの圏内販売が100万台を越えているという

月4日)• 

3) }'¥ーソナル・コンピューター

図 5で，パソコンの圏内生産額は図示した2000年以降，漸減している.輸出額も2007年を

ピークに減少し輸入額は拡大基調であるため， 2008年から輸入超過状態である.

日本のパソコンはNECを除くと，ク.表 3-1，3-2によれば， 1997年と2001年の時点で，

ローパルな競争力を示していない. しかも， NECの世界シェアの数値は日本市場での販売を

I .，.重l

I・帽幽l

I .岨λl

3国X同

25剖却

20国国

15印加

10剖却

5四却

E 
g 

11 10 09 08 。6 07 

年

05 04 03 02 01 ∞ 12 

図 5 パソコンの圏内生産額と貿易状況

注)JEITA統富十では，生産額はパーソナルコンヒ・ュータ (PCサーパを含む)， 
輸出額と輸入額は電子計算機本体の値である.

出所)図 lに同じ.
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反映したデータであった 周知の通り，日本のパソコン市場は特異な経過を辿った. 1978年

にキット販売で先鞭を付け製品機種 iPC98Jシリーズが大ヒットしたNECの国内市場シェア

第36巻季刊経済研究10 

が7割から 5害u(互換機分 1割を含む)を推移したこと(表 3-2)，パソコンソフトの世界

標準となった iMS-DOSJに日本語対応変換が必要であったため，日本語処理機能を持つ基本

iDOS/VJの登場(日本IBMとマイクロソフトが開発)まで長らく外国企業の参入がソフト

日本企業の輸出

競争力または現地市場競争力は必ずしも強くなく，世界で初めてラップトップ・パソコンを

発売した東芝が人気をはくしたことや，パッカードベルと提携したNECが若干のシェアをと

一方，世界市場シェアを見ると，無かったことなどが相まったためである

2009年， NECはパソコン海外事業から撤退し， 2010年レノボと合弁事業った程度であった

提携した.

他方， 1997年， デルコンパックが日本市場でも 13万円台のパソコンを発売して以降， IBM， 

日本市場でも低価格競争が本格化した.の低価格品が登場し，

パソコン

1997年 2001年 20日7年 2013年4-61l

企業名 市場シェア 企業名 市場シェア 企業名 市場γェア 企業名 市場シェア

コンノTック 13.1 デル 13.3 HP 18.8 レノポ 16.7 

IBM 8.6 コン){ック 11.1 デル 14.9 HP 16.4 

デル 5.5 HP 7.2 エイサ 7.8 デル 12.2 

HP 5.3 IBM 6.4 レノポ 7.5 ヱイサ 8.3 

ノTッカ ドベル 5.1 NEC 3.8 東芝 4.1 エイスス 5.9 

その他 62.4 その他 58.2 その他 46.9 アップル 5.0 

サムスン電子 4.4 

その他 31.1 

表 3-1

1

2

3

4

5

 

注)HPはヒューレット・ノ号ッカ ド.2002年コンパックはHPに買収された
単位は%.出荷台数ベース(順に， 8060万台 1 不明.2億 6914万台 f 不明)

出所:r日本経済新聞J2004年12月5日， 2002年3円12日.2008年7月22日， 2013年9月13日

(日本圏内)

1987年 2001年 2011年

企業名 市場シェア 企業名 市場シェア 企業名 市場シェア

NEC 51.7 NEC 21.1 NECレノポ 24.4 

富士通 15.5 富士通 21.1 富士通 17.5 

東芝 9.4 ソニ 11.0 東芝

日本IBM 7.0 日本IBM 7.7 デル 9.1 

シャプ 5.5 東芝 7.4 日本HP 9.0 

その他 10.9 その他 31.7 その他 27.9 

I~ソコン表 3-2

1

2

3

4

5

 
注)HPはヒュ レットパッカード

単位は% 出荷台数ベース(不明， 1128万台，不明)
出所:r日本経済新聞J2012年11月4日， 2002年3月12日ー
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4)集積回路

半導体は1986年にNECほか日系企業が世界市場シェアの上位を占め， 1986年から1992年ま

で日系企業シェアが米国系企業シェアを上回った.表4は， 1990年-2013年における半導体

市場の売上高上位10社を示している.日本企業は1990年に 6社， 2013年では 2社となった

(なお2009年にルネサスがNEC系を吸収合併した)

表 4 半導体

1

2

3

4

5

6

7

8

9

m

 

1990年 1992年 2000年 2013年

企業名 市場シェア 企業名 市場シェア 企業名 市場ンエア 企業名 市場シェア

NEC 7.9 インテル 7.7 インァル 13.3 インアJレ 15.2 

東芝 7.7 NEC 7.6 東芝 4.8 サムスン電子 9.4 
モトローフ 6.5 東芝 マ3 NEC 4.7 クアJレコム 5.5 

日立製作所 6.4 モトロ フ 7.1 サムスン電子 4.7 SKノ、イニックス 4.1 
インァル 5.8 日立製作所 6.0 テキサスインスツルメンツ 4.1 マイクロンテクノロジー 3.7 

富士通 4.8 テキサスインスツルメンノ 4.7 目Vイクロエレクトロニクス 3.5 東芝 3.6 

テキサス'インスツルメンッ 4.7 富士通 3.9 モトローフ 3.4 テキサス・インスツルメンツ 3.3 

二菱電機 3.9 一菱電機 3.5 日立製作所 3.2 町マイクロエレクトロニクス 2.6 

フィリップス 3.6 フイリップス 3.2 インフィエティテクノロ9-;: 3.0 ブロードコム 2.5 

松下電子工業 3.3 松下電子工業 2.9 マイクロンテクノロジー 2.8 ルネサスエレクトロニクス 2.5 

その他 45.4 その他 46.1 その他 52.5 その他 47.6 

注)単位は%首位の売上高は，それぞれ， 43.2， 50.6， 302.9， 48日3(単位は億ドル)で品る
出所 『日本経済新聞J1993年l月6日， 2014年1月5日

DRAMなどのメモリー製品ではサムスン電子が1992年に首位になって以降，日系企業の事

業撤退が続き，残ったエルピーダメモリーもマイクロンの子会社となった 一方，マイコン

ではNECのVシリーズ，目立のHシリーズなど競争力を持つ製品も出たが，インテルやモトロ

ーラの競争力は続いた 三菱，目立，その後， NEC系を加えたルネサスエレクトロニクスが

システムLSIなどカスタム製品を提供してきたが，歩留まりを生産技術面で確定できないマイ

コン(半導体)生産において全品良品保証を自動車メーカーから要求され，かつ，納品価格

は「安価」に据え置かれて，それに応えようとする「下請Jの地位から脱しきれないためへ

世界市場シェアが 7割である同社事業の収益性改善をはかれていない.また，フラッシユメ

モリーやCMOSなどでは東芝やソニーが競争力を維持している製品を持つが，総じて，競争力

の後退が続く.とくに，設計 開発のあとの製造を台湾，韓国企業に製造委託する事業形態

が拡大しつつある.図 6で，集積回路の国内生産額は，変動しつつも， 2007年をピークに縮

小傾向にある 輸出額も輸入額もほぼ同様の傾向を示している

この他にも，図示はしないが，ピデオカメラとデジタルカメラの合計生産額はテレビ受像

器よりも大きしその輸出額は7000億円から1.4兆円で推移していたが，それらも 2007年を

4) r日経産業新聞j2011年 5月17日，湯之上 [2013]pp.154・157
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図6 集積回路の圏内生産額と貿易状況

出所)図1に同じ.

ピーク に減少傾向にある.カーナピゲーションも拡大が顕著である(明石 [2012c]).また，

液晶デバイスは，パソ コン，テレピ，掲示板， カーナピ，携帯電話など各種モニタ ーの構

成部品でもある.それは l兆円を超える規模ではあるが，2007年をピークに減少傾向にあ

る.

以上で確認できたことは次の通りである. 1)薄型テレピは2003年に新旧交代した翌年の

2004年がピークで， 2009年から輸入額は拡大している.2)携帯電話も2004年が輸出額のピー

クであり ，輸入額は2007年から急拡大している.3)パソ コンは，圏内生産が減少する中，

2007年をピークに輸出額が減少し， 2008年から輸入超過状態となった.4)半導体 ・集積回路

の国内生産額は2007年をピークに縮小傾向にある.5)日本電子工業の製品別世界市場シェア

は2004年以降，低迷している 5) 

こうして，世界市場でみて，日本企業の個別最終製品市場シェアは2000代半ば以降，低下

し，電子工業製品メーカ ーが不採算事業から相次いで撤退した.そのなかで，液晶デバイス

や集積回路の国内生産額や事業規模はなお大きく 電子工業の中核であることは間違いない.

一方，携帯電話やパソコンの圏内生産額は減少傾向が著しい.とはいえ，それぞれの2012年

圏内生産額は民生用電子機器の圏内生産額を上回っている.

図7，図8には，2004年， 2011年における日本の電子系企業の海外売上高比率 (連結売上

高に占める海外売上高の比率)と営業利益率(連結ベースの営業利益の売上高に対する比率)

5 )日本電子工業の海外生産シフトは圏内生産を縮小させている.2000年代における電機産業の活

動縮小が日本の雇用に及ぼした影響も大きく ，電気機械蒋具製造業の従業員数は1985年182万人，

1991年198万人から2010年114万人まで滅少している.本稿では個別状況や因果関係を詳述しない

が，従業員縮小の多くは電子工業のものである(資料は『工業統計表 (産業編)J各年による). 
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をプロットしている 61 いずれの年においても，海外売上高比率が高い企業ほど利益率が高い

また.2時点間で，海外売上高比率は上昇しているが，営業利益率は低下して

いる.比較のため，図 9. 図10には，化学企業に関する同様の関係をプロットじている 2時

点聞で，全般的に，海外売上高比率は上昇しているが，営業利益率は低下している.素材系

企業の利益率が相対的に低位である.それでも，化学企業の利益率は電子系企業の利益率よ

とは言えない.

6 )電子系企業25社，化学企業では総合型大企業と電子情報関連の部品 部材を供給する企業を考

慮して17社選んだ <r日経会社年鑑j2005年版.2012年版). 
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曲

りも高い.2011年度では，海外売上高比率が高いほど，利益率も高い傾向が見られる.

E 先行文献と問題の整理

( 1 )日本電子工業の競争力低下要因をめぐる論点

日本電子工業の競争力低下に関しては，悲壮感が漂う題名のビジネス害 ・文献も散見され

る(石川 [2009]，泉田 [2013]，妹尾 [2009]，若林 [2009][2011]).そこでは，デジタル

化技術の特性と，部品モジrJ_-)レ化に競争力低下の要因を求める説明が支配的である.

学術研究では，榊原 ・香山 [2006]が，デジタル家電等のコモデイティ化の影響を総合的
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に分析している.部品モジュール化の市場化や部品システム統合化の市場に関する観点(同

書第 l章).薄型テレビパネルの購入 内製と画像エンジンの独自性の関係分析(同第 2章). 

テレピ産業における利益獲得方法の観点(同第6章)などから機能的価値よりも意味的価値

を訴求する必要性などを打ち出している.また，延岡 [2006]はコモデイティ化の原因を，

①モジュール化，部品問インターフェイスの単純化(部品とは製品を構成するサブシステム). 

部品聞の標準化，②中間財の市場化，部品の市場化，システム統合方法の標準化・統合知識

の普及.CE顧客価値の頭打ち(顧客要求価値の頭打ちと機能ニーズの頭打ち)という7)

それ以外で電機産業や電機企業の不振要因を多面的に分析した学術文献として，小JIIは，

イノベーションした製品が成長局面に入ると，日本製品は市場シェアを落としていることを

示し，我が国の製造業に構造的問題が内在すると論じた(小川 [2日09]pp.4-5) 小川 [2009]

は，モジュール化が進行した結果，モノづくりの強さや競争優位性(本稿で言う製品競争力)

を発揮するためには，現場の力量，価値づくり，カ7"セル化(重要な技術ノウ川ウの閉じこ

め)が必要と論じている 妹尾 [2009]は，技術力で勝っているので事業で負けないために

は研究開発戦略，知財戦略，事業戦略の三位一体での取り組みが重要と論じた ただし. Iあ

るべき姿jに向けたイノベーションの類型化という概論的性格が強く，三位一体の具体的内

容が明確ではない 山口 [2011]は，新製品が普及局面に入る直前での日本企業の設備投資

のタイミングの遅れを指摘している.

他方，論文形式でないが，ソニー勤務経験を持つ長内 [2012a][2012b]は興味深い論点を

示す.①安い製品事業への取り組みを回避せず，新興国向けには「ちょっと手を伸ばせば届

く高級品」を開発・販売していく.機能・性能を絞り込み，普及価格帯の製品開発に正面か

ら取り組む.②新技術を使った製品イノベーションに過度の力点を置かず，既存の技術 製

品の改良にも目を向ける とくに，製品の機能よりも生産性や生産効率を高めることにも留

意する ③日本企業は，デバイス中心に画質・音質の向上にこだわるのでなく，使い勝手や

操作性で勝負する パネルには標準品を用いても，ソフトウエアなどで勝負する.(1:低価格

の方向でなく，ブランド構築( 維持)を日指し，プランド・イメージを重視した売り方を

目指す.ビジネスの要は「新しい技術で新しい製品を作る」創造性だけではない.極端な製

品差異化戦略をとらない ⑤顧客に新たな価値を提供することが重要である そのために，

垂直分業などを活用し，ハードの設計・生産を外部委託しつつ，ハードの動作機能を高める

ソフト開発を社内で実施するなど，製品をまとめ上げていく統合力が重要である.分業は後

退ではない 分業で主導権をとり，相互にメリットが出る方向に導くべきである.⑥77プ

レス形態や，技術ライセンスを通じた収入も，視野に入れる.

さらに，生産効率の活用を力説する見解(藤本 [2011])や，機能的価値を越えた「意味的

7 )これらの説明は，榊原・香山 [2006]所収の延岡他 [2006]と同じである
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価値」の創出という見解(延岡 [2011])なども，モジューJレ化以外の要因を検討している.

とくに延岡 [2011]は，日本企業にとり，他の論者のように，機能的価値だけを基準とする

横並ぴ型競争を意識して，低価格指向を進め，外部資源との関係でものづくりを解決する ζ

とは顧客の価値を高める方向につながらず，得策でないという 延岡は，顧客企業の要望通

りの商品開発では，機能的価値の提供に留まり，大きな価値づくりにはつながらないので，

自社にしか創出できない新たな顧客価値の提供を目指すべきだと述べる.差別化に焦点を当

てた技術開発も限界が強いと言う.むしろ，顧客が主観的に意味を感じる製品であり，そう

した製品の提案を追究すべきであり，そのためには時聞をかけて積み重ねてきた技術やそれ

を戦略的に活用する組織能力が重要という.良いイメージや使い心地の良さにつながる要因

やそれを実現させるソフトウェアなどを例示している.

本稿の目的はBOP(Bottom/Base of the Pyramid)市場戦略を論じることでなく，以上から

示唆される点は，第 lに，分業によって低価格指向以外の方向性を見出すことができるか

第2に，顧客への新しい価値を具体的に例示できるか それは延岡の言う「意味的価値jの

次元でなく，使い勝手，操作性， (企業プランド名イメージと)製品イメージの良さなどの要

因をいかに明確化L，それらを提供できるビジネスモデルを示すこと，である.

( 2 )競争力喪失とビジネスモデル，事業戦略

以上で見た日本の電子工業製品が世界の販売市場で競争力を失ってきた要因，高度な技術

的水準が製品販売面で通用しなくなった要因を水平分業戦略の失敗という観点から説明する

見解(宮崎 [2008])がある.

1 )宮崎の問題提起

宮崎 [2008]は『ガラパゴス化する日本の製造業』という衝撃的な題名の著書で日本製造

業とくに電子工業の危機的状況に警鐘を鳴らした.富崎は，多機能化，高級機種化だけにこ

だわる日本の携帯電話および電子機器製品を「ガラパゴス化」と捉えた引.

宮崎は，水平分業化を垂直統合の対関係であると述べている(宮崎 [2008]p.12) また，

米国・台湾企業開では「米国企業が標準規格を作り，台湾企業が受託製造するという水平分

業モデルであるJ(宮崎 [2008]p.25). また， r日本と韓国は大手電機メーカー中心の垂直統

合的で製品も幅広い百貨庖経営をしているのに対L，台湾企業はほとんどが水平分業型の専

業メーカーであるJ.r台湾企業は『米国が設計と販売マーケティング，台湾が製造』という

水平分業J関係を形成した(宮崎 [2008]p.52). r特定の水平分業のプロワエツシヨナルとし

てJr台湾企業は水平分業モデルを採用した専業メーカーが多いJ.(宮崎 [2008]p.68).水平

分業という用語の使用方法に関する若干の異議はあるが，宮崎の分析結果は多面的で優れて

8)なお， r06年，日本の携帯産業の国際競争力を議論する総務省の懇談会で「ガラパゴス」とい

う言葉が登場したJという([日経産業新聞j2012年7月2日「ケータイ20年」特集)
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おり，大変示唆に富む.

他方，日本企業台湾企業聞でも， r日本と台湾は分業体制をしいており，競合ではない場

合Jとして，ゲーム機器における委託先である製造受託専門会社 (Elec廿onicManufac白血g

Services: EMS)が例示され， rこの場合は水平分業モデルで共存共栄体制Jと捉える.他方，

「ターゲットとなる顧客層がローエンドとハイエンドで異なり，いわゆるダブルスタンダード

マーケットを形成する場合」には，ハイエンドマーケットが相対的に小規模のニッチマーケ

ットになる危険性を伴うと指摘している(宮崎 [2008Jp，71)引.

2)生産工程問分業と水平分業関係

宮崎 [2008JがいうアップJレと台湾積体電路製造 (TSMC)，鴻海精密工業 (HonHai 

Precision Indusl:r)パ以下，ホシハイ)などとの関係，つまり設計，開発，販売と製造の関係は

いかなる意味で「水平的」か， r水平的jの定義を検討してみよう'"

日本での水平分業概念は，通商白書 [1961J，渡辺・梶原 [1983J，経済企画庁 [1989]，天

野 [2005Jが産業内分業，とくに最終製品とその中間生産物，またはハイエンドとロ」エン

ドの市場棲み分けなどに関連づけて捉えている.水平分業概念に関する理論的な検討や解釈

が定着しているとはいえないが， r水平分業Jは同一産業内での生産(分業)面または販売面

での棲み分けを意味する用語として使用されてきた.

水平分業概念(1 ) 

『通商白書J1961年では，工業国同士の聞で観察されている同一工業製品の相互の輸出

(標準国際貿易分類でみて，当該製品品目の輸出回であると同時に輸入園である状況)が両国

の工業の成長に結ぴつくという観点から，両閏の輸出額の差が小さいことに着目し，両国間

での輸出総額に占める両国の輸出額の差が小さいほど水平分業の度合いが高いという考え方

を示した (f通商白書J1961年， pp.235-236). この見解では，①ある産業の川上工程に位置づ

けられる資本財(筆者が例示すると，光学フィルター，セラミック材料)や生産財(例示す

ると，液晶テレピ用パネル，乗用車用エンジン)の輸出と，同じ産業の川下工程に位置づけ

9)北川 海津 [2009](p.1)には，宮崎 [2008]は，野村総合研究所のコンサルティングチーム

の主張であり，野村証券産業戦略調査室古叩j行した著書と明記されている.

ところで，北川・海津 [20ω]は宮崎での「問題提起に対する処方議として書かれたJ(同p.1)

といいながら一般的議論に終始しているが，本稿に関わる提案をあえて拾い出すと次の点がある.

①新興国で活動するためには，海外の大手企業と協力する.②日本製品への「あこがれjを維持

するため，各国の新・富裕層(一万ドル世帯と呼ぶ)が「少し手を伸ばせば届くj価格水準での

製品を提供し，低価格帯での競争を回避する.③現地の生活様式を調査・研究L.，製品開発する

(同書'p.1l8ほか). 

10)経済学領域では， r水平的」という用語には， Lateral (横からの，側面的)という意味と，

Horizontal (水平の，平面上の)という 2つの側面が存在する.
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られる最終製品の輸出は複数国間で共存しうる.産業分類では，素材は別産業，一部部品は

同一産業と分かれる凶.②当該産業の最終製品における多様な製品問(筆者が例示すると，ト

ラックと乗用車，カラーテレピとDVDプレーヤー)の相互輸出，③当該産業の最終製品にお

ける同一製品カテゴリー(筆者が例示すると， 2000-2500ccの乗用車， 32インチの液晶カラー

テレビ)における差別化された製品開の相互輸出という 3つの見解を含んでいる.ここで，

①の資本財は生産工程における川上・川下の関係といえ，供給者は異なることがほとんどで

ある.②の多様な製品は産業分類の桁数次第で同一産業とも異なる産業とも分類されるし，

企業の事業多角化とも関係しうる.③の差別化された製品は製品の機種平グレ}ドに関わり，

製品差別化と定義される側面をもっ.白書では，輸出品目の産業分類別分析を通じて，日本

企業が製品輸出する余地がある産業または市場の可能性を検討している.とくに成長が進ん

でいる産業(供給面から見ると産業の代表品目，需要面から見ると，輸出・購買先の市場)

の品目的な I~京間」や新たな「品目J の見通しを検討している その視点は，世界の購買市

場に供給する生産の担い手となる産業や企業の視点から，水平分業を捉えていると言える.

『通産白書』での分析視点は，当時の通産省の政策的意図と関連するだろう.つまり，

1950年代の日本は敗戦から復興中の後発経済国であったが，後発者でも製品領域または製品

市場セグメントを絞ることにより世界の「成長産業領域jに参入でき，成長の思恵を享受す

ることが可能であるという観点から，日本企業が国際的分業に参加する可能性を導き，推進

する 1つの論拠を形成することにあったと捉えることができる.

なお，統計分類で示された同一産業内部でも棲み分けや共存が観察されるという分析視点

は，結果として，少し別の視点から「産業内貿易または産業内分業」を研究した国際経済学

での関心対象となった.

次に， h961年通商白書』の約30年後に刊行された経済企画庁の経済状況分析報告書におけ

る水平分業の捉え方を概観しておく.それは，企業アンケートへの回答項目内容である「製

品の高付加価値化・差別化により，競合輸入品との棲み分けを図るjに関連づけて，国内市

場における低価格な輸入品との共存共栄を目指して，国際的な水平分業が進展していると推

測した(経済企画庁調査局編 [1989]p.45)_これは，販売市場における製品差別化と市場の

細分化(セグメンテーション)が進めば，低価格品と相対的に高い価格の製品との棲み分け

11)統計分類上の視点で言えば，同ーの産業または事業とは，一般の産業分類では，供給条件に基

づく分類がいまでも支配的である つまり，エンジンとは金属製のものを指すという基準では，

セラミック製のものはエンジン産業ー事業には含まれず，セラミック産業に含まれる(セラミッ

クが窯業に含まれるとしても，窯業の細分類のどこに含まれるかの問題を残す) ある会社が小

会社平関連会社が製造した時計を販売するだけであれば，当該会社は製造業ではなく，商業の会

社となる ある会社が新機能の携帯情報端末を開発し，外国企業に製造委託L，製品を販売して

も会社は商業と分類される.なお，産業分類の統計基準，さらにはミクロ経済学や産業組織論，

公正競争に関する経済法の視点で言えば， I同ーの商品」の問題となるだろう
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が可能であるという視点に立ち， (園内)市場需要に対する国内供給の氷平的分業とともに，

国際的水平分業も可能であることを示唆した

なお，渡辺梶原 [1983] も水平分業という視点と用語を，二国間の工業製品輸出に関す

る理論的・実体的検討の中で使用している.また，天野は，国際分業を分類して，垂直的分

業と水平的分業を，それぞれ，生産工程聞の分業，製品問の分業と説明している

[2005] pp.62， 114). 

(天野

水平分業概念 (2) 

延岡は，従来と違う視点から企業間分業を定義する 延岡は，物の製造や提供という次元

と設計，開発，製造などの機能の次元を区分して，製品構造と機能の 2側面における統合ー

分業を捉える.延岡は，垂直統合と水平統合(または水平分業と垂直分業)の関係として図

11を示し， R&D，設計開発，製造という製品生産(垂直分業)軸と，最終製品，部品 1，部

品 2という製品構成要素という(水平分業)軸から分業関係を捉えている(延岡 [2006]

1'.269) .図11において， I垂直方向は，商品を構成する部品，およびそれらを組み合わせた最

終商品といった製品構造における分業である.また，水平方向は，設計や製造などの機能に

関する分業であるJ(延岡 [2006]pp.269-270). そこでは，水平分業とは部品などを分業する

ことを意味し，機能による分業を垂直分業と捉えて， I部品などの製品構造上の統合が垂直統

合で，その逆に，部品などを分業するのが水平分業である 次に，機能別の統合と分業はそ

の逆である.つまり，機能別の統合を水平統合，機能別の分業を垂直分業と呼ぶ.J I企業A，

企業B，企業Cは水平分業しているのである 次に，企業Aは製造を企業Dに委託している.つ

まり，企業Aと企業Dは垂直分業しているのである J(延岡 [2006]p.270).延岡の例示(図

ま
た
は
垂
直
統
合

↑

水

平

分

業

l

研究 設計 製造
開発 開発

最終製品 企業A

企業D

部品1 企業B

部品2 企業c

←垂直分業司

(または、水平統合)

図11 垂直統合と水平統合

出所)延岡 [2006]269ページを一部修正，
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11)では，企業A，企業BはR&Dと開発を行うが，製造はしない.企業Dは開発しないが，企

業A，企業Bから部品 1や最終製品の製造を請け負う.企業Aは製品メーカーであるから，企

業Dから受け取った製品を販売する主体である.企業Aと企業Dは当該最終製品に関わる開発

と製造を分業する関係にある.他方，企業Cは自社でR&D，設計・開発， (部品)製造を行い，

企業Dに部品 2を引き渡す.企業Cと企業Aは開発や製造の「分業」取引関係にある 以上が

延岡が提示した概要である.

3)水平分業・垂直統合の概念と別の解釈

延岡が示した枠組みにより，製造業でのすべての垂直分業・水平分業をうまく解釈できる

であろうか.図11における水平分業軸では，部品ごとの設計・製造(サプアセンブリー)主

体を最終製品の組立主体と区分できる利点はあるが，垂直分業軸で，セットメーカーの設計

(意志)で部品メーカーが製造分担する状況を必ずしもうまく表現できないなど，分析目的に

より有効性が異なると思われる.図11の枠組みを少し検討する.

a) R&Dあるいは技術開発での分業関係において，一般には，最終製品メーカーが実現を

希望する技術的製品機能を取引先に提示し，部品メーカーが得意領域でのR&D成果を出 L，

その新しい技術要素を製品や生産工程に結実させていくイメ}ジがある.あるいは，得意領

域を有する企業同士の研究段階における協力関係は，一般に，製品開発や製造工程に結ぴつ

くことが多いだろう.また，部品・部材メーカ}が，独自にR&Dした要素技術を顧客側企業

に示L，顧客側企業が新しい技術要素を採用するように，新技術要素の使途や使用条件を共

同で検討することもあるだろう

b)製造での分業において，主要部品メーカーが中間財としての部品を組み立て，部品メ

ーカーが届けた部品を最終製品メーカーが組み立てるのは 1つの基本的生産形態である.一

方，第 1に，最終組立メーカーが組み立てていた部品を，特定部品メーカーが中間部品とし

てまとめて組み立て代行することが増えた(モジュール部品組立の一環)が，それは組立メ

ーカーが作るよりも，製造速度の短縮と製造費用の低下に結ぴつくからである.第 2に，特

定部品メーカーが作った一部部品を，各組立メーカーがそのまま基幹部品として使用してい

るケースがある(インテルのMPU，マイクロソフトのOSなどにこれは図11での企業Cの部品

と最終製品メーカーとの関係といえる.第 3には，最終製品の組立製造代行を業務とする企

業は， OEMなど製品メーカーと同業者の別の組立メーカーやEMSであり，両者は水平分業関

係となる.この状況は，図11の企業Dと販売会社の関係として図示することが適切であろ

っ.
さて，宮崎 [2008]は，生産工程に従う垂直的な工程を単独企業が社内で実施する場合を，

「垂直(的)統合」と呼ぶ.一方，宮崎がいう水平分業とは，米国企業の製品企画開発と台湾

企業の製造組立の関係，台湾企業のDRAM製造と台湾企業のPC製造組立の関係など，産業内
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部の生産工程における川上と川下の分業関係と，特定部品とそれを使用する最終製品製造者

の間での分業関係を指しているように思われる.図12には，ハイエンド製品 (H系)と標準品

(S系)の別に，企画開発→材料加工→部品製造→最終製品組立→販売という生産工程を示し

ている.筆者の理解では，特定企業カ羽1からH5またはSlからS5の工程をすべてかその大半を

社内実施することを「垂直統合j と呼ぶが， H3とH4またはおとs4のように 2つの工程を異な

る企業間で実施する取引を，垂直分業でなく， r水平分業」という表現で示すのは延岡的分類

に従っているか，同一産業内の国際間での分業という基準で捉えているためと推察される

(筆者の理解では，生産工程聞の関係は一般の取引関係として捉えられ，必ずしも垂直分業と

いう呼称では表現されてこなかった)由.
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出所)筆者作成ー

図12

81 標準品

結局，ある製品を製造するための材料から部品への加工，部品から中間品製造や製品組立

への流れと，ある製品の設計，開発，製造という生産工程機能の流れの中での分業をいかに

捉えるかで，水平分業という表現や論点が分かれているのである.

筆者は，最終製品メーカーの視点で見た分業関係を図13のように理解した.最終製品メー

カーが自社で販売する製品の基本的な企画・開発を行い，部品メーカーに打診し，各部品メ

ーカーがその意向を受けて，試作品を作成l，最終製品メーカーの同意を得られると，それ

できあがった製品を下工程担当企業や最終製品メーカーに納める関係で

ある.部品メーカーの中には，研究開発を自ら実施しない企業もいるだろうし，最終製品メ

ーカーでも自ら組立しない企業もいる.その際，製造工程を誰がどこまで他企業に委託する

か，それをいかに呼ぶかが「水平分業」に関する表現上の論点、であろう叩.

を商業的に製造し，

12)宮崎は「製造業の水平分業化Jという文脈で， r水平分業モデルを成立させるのに不可欠なの

が，製造装置メーカーとの分業化であるJと述べている(宮崎 [2008]pp.75-76) これも従来の

用語法と異まる点に留意すべきである.

13)部品メーカーが自主的に開発した製品(試作品)を，他の部品メーカーや最終製品メーカーに

提案する場合は，図13において，部品メーカーが取引先の採用や承認・同意を得て，製品製造l，

納品する関係と読み替える必要がある
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部品メーカー1

也士
最終製品

完成メーカー

季刊経済研究第36巻第1・2号

図13 最終製品メーカーの視点でみた関係

出所)筆者作成.

巨日

次に，図12，図13で示した垂直統合と水平分業の関係を意識して表示したのが，図14であ

る.Aは，すべての生産工程を単一企業が行う垂直統合の場合に対応する.Bは，最終製品メ

ーカーが多くの工程を実施しているが，一部工程を外部企業に製造委託している.C， Dは部

品や基幹部品のメーカー， Eは製品組立請負メーカーとして組立工程を受託製造している.F

は最終製品の企画・設計開発を自社で実施するが，製造工程をすべて外部企業に委託して，

製造された最終製品を自社プランドで販売している.

図11では，製造や設計開発など特定機能別，あるいは部品・製品別の担当企業や企業間関

係が明示される.とくに主要部品別の生産工程担当企業や取引関係を明確化できた利点は大

きい 一方，情報や中間品の流れが見えにくい.図14では，部品・製品ごとの担当企業別，

E 

F 

図14 垂直統合と水平分業の概念図

出所)筆者作成.
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生産工程別の情報や中間品の流れを明示できる.反面，補助線が増え，図が煩雑となる.分

析枠組みは，それぞれの分析目的に対応するので，簡単な優劣は問えないだろう.

( 3 )製品セグメントと市場需要

製品競争力 競争優位の規定要因に関連させて，モジュール化の影響，過剰品質について，

需要ニーズとの不一致や製品セグメントの視点から検討する

1 )モジュール化部品の生産

電子製品産業に関わり，最終製品に求められる機能(技術的仕様)を実現する部品の設

計・開発・製造およびその結合方法が概ね情報開示されている.同時に，完成品 最終製品

を構成するのに必要な個別部品が，分割 結合可能な単位で製造されて単品でも取引され，

またそれらを結合したユニット状態の形態でも取引されており，それらの(モジュール化さ

れた)部品あるいは基幹部品を誰もが市場調達でき，それらを組み合わせることで完成品

最終製品を「製造可能」となっている 部材・部品，製造機械・製造装置さえも市場で購入

することができる.よって，モジュール化部品を指定通りに組立てた製品開に大きな機能差

はない.必要(基幹)部品の画一化は，一般的な製品機能の同質化をもたらす結果，価格競

争となりやすい

顧客の観点から見た製品品質差は，生産工程よりも，設計(機能部品の選択等)や製品機

能を制御するソフトウェアがもたらす機能差から生じうる.また，現在の電子製品の部品モ

ジュール化は，生産プロセス・生産システムの同質化をもたらしやすい.だが，一部企業が

モジュール化部品で作る電子製品は「一定期間，安定的にj売れている 売れる製品と売れ

ない製品の差は何か.モジューJレ化製品の機能面での差別化は難しいので，デザイン，周辺

機能，使い勝手など，製品の本来的機能以外の部分での製品差別化か，事業の仕組みにおけ

る差別化を工夫するしかない.モジューJレ部品使用型製品の売れ行きは，費用対効果よりも，

使い勝手やデザインの重要性あるいは顧客の製品イメージ等に依存しがちとなる.

2)製品市場セグメントとグレード

事業対象とする顧客をいかに捉えるかは，マーケティングの基本条件である.コトラーは，

顧客の所得水準(支払い能力)や晴好等に応じて，市場を分割する例を示した (Kotler[1967] 

3章) 一方，ポーターは「ある産業のセグメントは，製品バラエティとそれを買う購入者の

グループとの組み合わせjと捉え， I購入者の用途やシグナル基準に影響を与える製品差別化

は，セグメントを規定する」と述べている(ともにPO巾 r[1985] p.237).つまり，顧客(市

場)の要求・用途や製品特性に応じて製品市場が分化(セグメント化)されれば，製品市場

は，例えば，①高機能品(上級品)と②「標準機能」品に二分できる.
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函15において，縦軸は製品バラエテイ，横軸は購買者層を示す.購買者の所得階層に応じ

て，製品需要(購買行動)に一定の明確な差があるかもしれない ないしは製品需要の差は，

サイズ，スタイリング，特徴，立地の差，ブランド アイデンテイテイ，切り替え費用，製

品差別化などに依存する 製品セグメントの存在は，顧客の視点では，製品が相互に異なる

と認識される(製品需要の価格弾力性を非感応領域にまで引き下げる).一方，各々の製品セ

グメント内では性能・品質が類似してくると，価格競争が生じうるのである.また，標準品

と上級品(プレミアム)の差異が認知されている限り，両者間では需要の価格弾力性等に無

視できない差が生じる.

買い手

8 U M R 

I M1 

バラエティ 2182 

3183 

図15 商品(購買)クラスと想定される市場セグメント

出所)PO巾 r[1985]をもとに筆者作成

他方，グレードとは，同じ製品に関する分類等級の序列を形成し，グレードに応じた価格

水準が存在しうる.グレードは，材料や材質の差，加工方法の差，製品機能(技術仕様での

水準)や性能の差などで決まる素材や製品の序列を指す.グレードの差は，多少の質的差を

伴う範囲内では，品質による差別化と同様であるが，この品質差が大きくなると実際上「異

なる製品」市場に属すると見なされる.他方，用途やサイズの差が顧客の異なる使用目的に

関連すると，当該商品でなければ，顧客のニーズは満たされない性格を強めるので，製品差

別化ではなく，物理的条件に従う「異なるJ製品セグメントとみなされることになる.こう

して，製品の機種とグレードは，顧客の用途・使用法・地域別状況や時代により，変化しう

る.

生産財でも消費財でも，上級品，中級品，下級品(または高級品と普及品)などと観察で

き，グレードと上級(ハイエンド)品は総じて相関関係にある.それは，機能や性能の上昇

とともに希望販売価格も上昇するという供給側の期待領域の配置図として図16のようにイメ

ージ表示することができる.しかし，供給側が期待した製品差別化が有効でない(価格と製

品機能の対応関係を顧客側が受け入れないか理解しない)場合，製品市場セグメントは成立



日本電子工業における国際競争力の低下と水平分業の役割

希望小売

価格 問い一一一一一ー一一ー

P3ト 一 一一一 一一一一一一一

P2ト一一

F1 
ー
F2 F3 

Eヨコ

問機能、性能、
品質要因

(メーカー想定基準)

図16 想定されるセグメント化製品市場

出所)筆者作成.

しない つまり，供給側が意図したようには市場分割されないのである.

3)過剰機能・過剰品質

25 

旧日本標準規格 (]IS)基準での品質には，顧客が期待する製品機能の安定的発揮など「狙

いの設計」内容の実現度合いを絶対基準で捉える視点もあった.一方，国際標準化機構 (ISO)

の品質基準では，そうした作り手(供給者)の視点(や基準)は消え，顧客満足度に依存す

る品質定義が中心となった.そこでは，顧客が期待(予想)する水準を上回る水準の品質

機能を備えた製品は，過剰品質製品とみなされうる.だが，顧客満足(度)を左右するであ

ろう顧客期待は，用途，支払能力などと関連し，多様な性格を持つ.

例えば，先の図16において，製品の標準的機能水準をF2とl，それに対応する価格をp2と

する. 部企業は製品の機能を高度化 l，設定価格も高ぐする (F3，p3など) しかし，顧客

がその機能差を製品の魅力の反映と受け入れない場合，その製品は供給者の期待通りには売

れない.他方，低価格帯での製品が大量に販売されていても， F3機能を持つ商品は製造原価

も高いであろうから，価格競争では対抗できない.

なお，日本企業には，顧客の観点や業界団体・規格協会基準とは別に，製品の出来映えに

関するだけでなく，製品機能と無関係に供給者独自の品質基準が存在する それは外観的仕

上がり状態等に関わる多数の社内基準を伴う.現状では，日本や先進国向け市場を想定した

製品・技術に関わる品質基準を，ほぼそのままグローパルに供給する製品全般に対して適用

してきた会社が多いように恩われる. それは，日本を除く先進国においでさえ過剰品質とみ

ローエンド製品市場領域や新興国向けの供給においては事実上，なしうる基準であるため，
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「無駄」に近いこだわりや「過剰な品質jにつながる基準となヮている.しかし，出荷地域別

に品質基準を使い分けることは，生産現場のみならず，会社全体の対応力を要する点でその

実現は，予想以上に変更が難しい面もある.

日本を拠点として定めた標準機能や品質基準は，新興国では過剰品質となりうる.しかも，

売れる製品として求められる機能は，日本にいては掴みきれない 現地での生活を通じて，

それらを把握した上で，ゼロから設計し直すことが求められている側面もある.

(4 )本稿の検討課題

宮崎 [2008]の垂直統合・水平分業型事業形態と一部日本製品の「ガラパゴス化」に関す

る問題提起を参考に，日本電子工業の競争力低下の要因を示すと，次のようになる.

第 lに，需要ニーズとの不一致，すなわち，顧客の期待・要望と購入満足感との語離が

ある.その原因の一部は，商品開発における技術本位の視点に由来する「過剰品質j問題で

あり，顧客の観点から見た製品の「魅力jの不足である.第 2に，電子(デジタル)製品に

おいて部品モジュール化は製品の「汎用品化」傾向を助長した 結果的に，各社の製品機能

に大差はなくなった.その中で，事業業績の優劣を規定する要因は何か.第 3に，ハイエン

ド製品を自前で製造することへの固執と設備投資費負担，生産能力保有と稼働率維持の問題，

ローエンド製品の開発販売への対応力不足などの観点から，生産システムや販売方法など

に関わる園際的連携関係を指す水平分業戦略の失敗が指摘されている.事業戦略に関連して，

ビジネスモデルの選択方式のどこに違いがあるのだろうか.とくに，国際的次元での水平分

業または事業提携しか進む道はないという論調に関連して，水平分業や事業提携が日本電子

企業にとり問題の解決策となりうるのか.また，効果があるとすれば，それはいかなる問題

の解決策となりうるのかを問うことが本稿の検討課題である.グローパ1レに見て，低価格製

品を従来水準よりも桁外れに大量製造することは競争力強化または生き残りの戦略と言える

のだろうか これらの検討を行う意義は，技術的に画一化が進む産業における競争優位形

成・崩壊の要因および水平分業が有効な解決策となる前提条件を，モジュール化による説明

を越えて明らかにすることである.

以下では，企業戦略と産業研究の両方の観点から，国際水平分業での事業提携の意味や効

果を検討する.とくに，日本電子工業の競争力低下の原因をモジュール化や水平分業戦略の

失敗以外の要因から検討する.ただし，長内や延岡が提起する問題の一部は，顧客にとって

の新しい価値形成に関する概念的議論を必要とするので，本稿では扱わない.

U 提携・水平分業関係とその役割

いかなる形での連携 提携が望まれるかではなく，なぜ連携・提携するかの理由を確認し
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ておく必要がある とくに，対象とする顧客や市場をいかに設定するかで，提供する製品の

特性や製品を作る体制も変化する可能性がある.

( 1 )提携・分業の目的と背景

1 )業務提携の概念と分類

提携とは「共同で事業(あるいは，政策，計画)を進めることを前提に企業，あるいは，

特定の組織体が合意(契約)することjである(小川 [1995]p.20) 小川によれば，アメリ

カでは， 1970年代から1980年代初頭ではパートナーシツプと呼ばれており， 1990年代後半に

は戦略的提携 (5仕a匝gicAlliances) と呼ばれるようになったが，欧州では，共同事業関係

(Collaborative Business Relationship) と呼ばれていたと M う(小川J[1995] p.20). また，戦

略的提携とは「企業がある戦略的目標を達成するために他者の保有する経営資源を活用する

ことJと言う(安田 [2006]p.18). 

提携は，形式的に，①契約に基づく提携に②資本関係に基づく提携に大別できる.②は

企業関緊密度または資本出資の形で意図的に表明したものと言える 一方，協力型にも，パ

ートナー，つながり (linkage)，関係性 (network)，協調関係 (coordination)，協力関係

(cooperation) ，連携関係 (collaboration，alli叩 ce)など，いくつかの表現が存在する.

提携は，形態的に，水平的提携と垂直的提携に区分できる.水平的提携(または分業)と

は，同業者向(同じ業種の同じ生産工程に分類される業者の間)での提携(または分業)を

いい，垂直的提携とは，物の生産プロセスの最初の段階から最終製品のメーカーまでの間の

関係を言う.つまり， ["水平的提携を行うのは同じ業界にいる企業同士であるから，本来は競

合関係にあるJ(安田 [2006]p.82)が，開発や生産では協力関係などの例を指す.他方，材

料メーカーと機能開発や費用削減を目指す製品メーカーとの問，工業デザイン企業と製品開

発ー技術開発や製品製造のメーカーとの聞の提携関係は垂直的提携といえる 「垂直的提携に

おいては双方の企業は異業界にいるので事業を行ううえでの競合関係はない.むしろ，サプ

ライヤーと顧客など，相互依存関係にあるJ(安田 [2006]p.83). 

2)同業者間の分業:市場棲み分けと水平分業

同じ業界にいる企業同士，正確に言えば，同じ業種で， (設計，開発，製造，販売などの機

能のうち)同じ生産機能段階で，同じ生産物を提供する企業を同業者と呼んでおし

産業内での市場棲み分けの論理として， w通商白書j[1961]，天野 [2005]の文献では，

「技術差があれば棲み分け可能」という見地に立っていると言える.各企業が供給する製品群

を用途，機能や機能仕様，品質，グレード等の面で「細分化された(異なる)市場」と捉え

る通り供給者側が行動する場合(一部は用途面で重複するが)，市場は製品セグメント的に分

割され，販売市場内での「棲み分けjが成立する それに対応して生産の水平的分業(同業
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者間)が成立し，その製品を生産・供給する関係も共存可能となりうる凶.

他方，宮崎 [2008]は，産業内国際分業の仕組みとして，ファプレス企業と製造受託専門

会社 (EMS)の連携に着目した役割分担論である(例えば，台湾成功モデルの事例として，

鴻海精密工業(ホンハイ)やTSMCを頻繁に示している).EMSは圧倒的規模の量産体制を有

L，量産の速度，規模，技術水準，部品調達時の価格交渉力を伴う企業である.ファプレス

企業とEMSは，生産工程における設計・開発と製造の機能を分担し合う.提携相手が担う事

業領域(ドメイン)に入らない限り，両者は共存関係を維持できる(図12で， Sl，S5とs4の関

係).それは同一産業・同一市場での開発・販売と組立製造という生産工程間分業，つまり垂

宜的分業(製造業では通常の取引関係だが)を意味する しかし，日本企業とOEM(納品相

手先ブランドでの製造)先の新興企業平EMSとの関係は，製造主体同士， 1同業者」同士の関

係(図12で， H5とS5の関係)にある.そこでは，販売意図(在庫リスク)をもっ委託者側企

業が製品の開発・製造過程で， EMSに製造委託する契約関係が成立しているだけであり，と

くに，受託側の新興企業が製品製造 販売活動を行うと，両者は競合関係に陥る15)

3)業務提携と事業上の競合:製造委託・受託の場合

製造の委託・受託関係の場合，一方が他方に生産委託をまったく依存すること，つまり，

7アプレス企業のように，委託側企業は製造施設を保有しないが，製品は委託者のブランド

名で売る場合，および自社でも製造するが一部製品の品揃え充実等のために事業戦略上，委

託する場合などを想起できる.

(A)委託企業が，製造業における同業者との間で製造委託の提携を行う目的として，例え

ば，①製造費用の削減，②工場設備投資額の節約，(I企業外部の専門的能力の活用，@:社内

資源の設計・開発への特化・集中などが考えられる.

委託者は，①非製造業者(小売業，量販庖等)， ~事業方針で工場を持たないブアプレス

「製品」企業，①事業方針で工場を持たなくなった(元)メーカー，④マザー工場以外では製

造委託する方針をもっメーカーカさ代表的である.

事業として提供する製品と対象顧客(市場)の特性が決まると，製品の生産・供給体制を

整備する.

14)塩地 [2008]は，同一産業(製品)における企業開競争と製品セグメントの棲み分けを， 1競
争と分業jという表現で産業別分析をしている(実証分析は産業中心であった)

塩地は，同一産業(製品)をめぐる競争と分業の関係において，先進国から生産技術を導入し

た後に，新興国企業の視点からみて，独自の事業展開を実施できるかどうかが重要という興味深

い論点を示している.

15) 2009年 1-3月における液晶テレピの受託製造会牡の市場シェアは，冠捷科技(台湾)20.6%， 

ベステJレ(トルコ)17.2%，瑞軒科技(台湾)12.4%，緯創資通(台湾)7.9%，仁宝電脳工業

(台湾)7.0%であった([日本経済新聞J2009年10月3日). 
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i )自らは製造(大量生産)せず，製造受託企業との協力を前提に事業を進めるファプレ

ス製品企業と製造受託企業との関係は，事業機能的に[補完関係」にある.工場を持たない

7ァプレス企業の場合，製造組立専業企業は7アプレス企業が指示する図面や内容に沿う製

造代行を行う.条件を満たせば，誰でもファプレス企業となる可能性を高めたが，製品の特

徴や差異をどこで生み出すかは容易でなくなった 新興メーカーでも，短期間に事業の開始

や拡大が可能となる反面，当該事業に長らく携わってきた企業でも，製品を販売する見通し

が悪くなると事業を存続できなくなるリスクが高まっている.また，グローパルにみて，各

地域の市場が求める製品の機能や特徴が多様化1..-，多元化1..-，それらの機能や特徴と価格水

準との関係が複雑になり，しかも，頻繁に変動している.事業の仕組みが多様と在り，収益

をあげる方法も変化しているのである.こうした7アプレス企業の事例や影響は広がってい

るのである.

ii)委託 受託の関係が安定する限りは互恵関係にある.だが， OEM業者など受託企業は，

委託者と同じ業界の企業(同業者)であり，一定程度の製造能力を保有する.委託側企業か

ら見て，技術開発力が劣るとみなされる同業者や，販売地域を異にする同業者をOEM先と想

定することが従来は多かった

他方， (B)受託企業が得る利益や効果として，例えば，0:生産量を拡大することに伴う製

造原価の引き下げ，②委託企業が製造製品を全量買い取りするため，売れ残りリスクがない，

③販売先保証やアフターサーピスが不要である，11:受託に際して当該企業にとり新しい製造

技術の入手や実現がはかられる，⑤市場や顧客の要求する需要，品質水準，規格等に関する

情報の獲得，⑤業務委託されることによる業界内での評判向上(製造面での競争力バロメー

ター)がある.また，懸念点として，自社プランド名が表に出ないことがある

このように，委託に際して，生産面での指導や技術の提供・指導を行うことが多いことも

あり，受託側企業は事業を通じて(世界市場で求められる)業務上の要求内容を学習し，組

織としての能力を高める契機となる.受託企業の意向次第では，受託企業も自社で完成品

(自社製品)を開発・製造し，委託側企業の事業領域(委託企業の販売する製品市場)で販売

するかもしれない.その場合には，委託企業と受託企業は「競合関係Jに陥る.

なお，自社単独での生産(垂直統合)と販売を続ける場合(連携しない場合)，それは，①

ハイエンド狙い，~技術向上，⑤保有する資源や企業ブランド(従来イメージ維持)などに

対する自負や自信を持っていることが基礎にある.こうした企業について，製造費用の削減

を目的とした海外生産シフトの場合，単独での現地法人設立による経費削減，現地法人との

共同事業，海外企業への製造委託がありうる その場合，売上高の過半を海外市場に求める

一部企業は，母国の市場が狭隆であるなどのため，事業の当初から海外市場での販売を念頭

に製品開発することになるだろう.
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4)提携・分業の条件:まとめ

協業や分業に至る場合，当事者間で相互に異なる技術の保有など事業上の強みが契約の前

提となるであろう.または，業務的 事業的機能を補完する分業は，委託企業の事業上の強

みを強化または補強する.取引上で互いに得意点が異なる事業者間の分業は，相互利益を生

む.協議や契約に基づく市場取引(一回限りではない取引)の場合，(i生産技術や技術開発

面で能力に格差があり，一方が他方にローエンドを業務委託する.②能力と無関係に，施設

保有費用，稼働率，製造費用面を考慮する場合，業務委託することもありうる.

(a)委託側企業が製造機能を保有せず，もっぱら製造委託する場合には受託企業が製造業

務の代行を呆た L，委託側企業が製造機能を保有していても，何らたの理由で製品生産上の

調整や品揃えの手段として製造委託する場合，委託企業にとヮての調整 補完機能を持つ.

他方， (b)受託企業が委託企業と同じ市場で販売できる自社製品を製造・販売しうる場合，

委託企業は，販売地域の区分を求めたり，製品クラスの優劣を確認した上で委託するであろ

うが，潜在的には競合しうる製品を製造販売しあう関係となるかもしれない. (a)は補完関

係であり， (b)は競合関係である.

ちなみに，製造部門以外での提携・分業の目的としては，①生産管理面での指導や助言，

②技術・ノウハウの伝授や指導，③販売商での便宜(情報提供，販路提供，共同販売)など

が考えられる.もちろん，提携すれば，直ちに問題が解決するというわけではない

( 2 )連携関係の質的変化と受託企業の事業方針

従来は，取引関係における一方の企業が他方の企業よりも優位な製造技術能力や交渉力を

持ち，分担内容を決める請負関係は，相対的に規模の大きな企業が小さな企業に請け負い内

容を指定して発注する「下請型jが多かった(図17).だが，受託企業の事業形態にEMSと呼

ばれている企業が増加した場合，受託者が委託者より高い製造能力(高品質の製品を相対的

に安価に製造する能力)を有することが珍しくなくなり，委託者と受託者が対等の立場で提

携するか，事業の規模や販売力に応じて取引条件を決める提携も増加した(図18).EMSは製

造技術面だけでなく設計開発面でも委託企業と対等か，それより高水準の機能を有するかも

しれない.EMSは開発委託に基づき，開発・製造とも受託しうる 受託する生産ロット規模

に下限を設ける場合もある.依頼者は製造を削減・停止したメーカーないしは7ァプレス企

業である.受託側企業は，基幹部品やその他必要部品を市場で自由に調達できる上，高度な

製造装置も市場で購入できるので，受託企業の製造能力や生産費用管理能力は，市場が許容

する製品品質水準以上に相当する.委託企業にとり，これらと「下請型j請負契約との事業

面での違いは，受託企業が自社製品を独自に開発する能力や自社製品販売力，および受託企

業独自の事業戦略的意図や生産関連技術を維持する力であろう.こうして，委託 受託企業

聞の製造委託提携では，近い将来における事業面での競合の恐れを含む点で，生産委託・受
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方，製造受託者の中でも，基幹部品の受託製造者と，組立工程だけを担う受託製造者は

開発と製造の機能面で有する能力の次元が異なる.さらに，半導体など特定のデバイス製造

に関して，高度特殊技術に特化する「フアウンドリ -Jという事業形態 (TSMCやサムスン電

子)は，特定部品(半導体)の先行的技術開発や量産設備投資を行い，製造方法の専門技術

を蓄積しており，技術開発力や顧客側企業への製造費用面や製造方法などに関わる提案能力

や交渉力も高い
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( 3 )製造面だけの提携で解決できる問題か

1 )水平分業による解決

宮崎の問題提起に関連して，水平分業を垂直統合(自社単独事業)との対概念として取り

上げてきた.外部委託製造または水平分業がいかなる意味で委託側企業(メーカー)の問題

解決策となりうるのだろうか 以下での検討では，水平分業を，主に企業聞の国際的連携関

係を指すと捉えている.提携の前提は，当事者間において最終製品市場での棲み分けが成立

すること等である.

宮崎が指橋した典型事例であるアップルとホンハイの聞において，商品企画・開発・販売

と製造という機能間での競合は無い.7アプレス企業と台湾メーカーとの提携は，互いに活

動する事業領域が異なっていた もちろん，提携の効果が出るかどうかは，高額製品や標準

品とも，委託企業が自社製品をほぼ計画通りに販売する能力に依存している.宮崎が提案し

た時の経済状況と変化したこともあるが，もはや費用削減目的だけの水平分業では日本企業

が直面する問題の根本的な対処策と言えないのではないか.垂直統合と低価格製品の製造委

託を意味する水平分業の二者択ーという選択肢の議論はいささか単純に過ぎると見るべきで

ある.例えば，パートナーとの関係の次に，外部製造委託する企業に求められる条件は，そ

の企業の製品販売能力であろう.

委託企業にとり，自社製品の販売見通しが立っとき，または，他社と同等か他社より安い

製品を販売することでもっと売れる製品を保有しているとき，外部製造委託は戦略的に妥当

かもしれない.しかし，顧客の観点から見て(価格に見合う)製品の魅力がもともと不足し

ている場合，現状で売れ行きが芳しくない製品を安くすれば販売が拡大すると期待する論理

に説得力はない.グローパJレ市場には，低価格を訴求する企業群がひしめいているからであ

る.また，標準的製品を比較する限り，日本製と一部韓国・台湾裂の製品水準は，世界の顧

客から見て「大差ないJ.あるいは「韓国製・台湾製で十分である」とみなされているのであ

る.

結局. (OEM型)水平分業を選択し，事業展開を改善できる条件は，事業遂行能力として，

①販売能力が十分に高山.②売れる商品を保有している.③企業プランド名が知られており，

プランド名(の力)で売ることができる これらの条件が1つ以上成立していることである.

適度に売れる製品を開発し，販売している状況において，少し安ければもっと売れる場合，

提携は効果的であろう. I売れる製品Jの開発として，対象とする顧客について，①従来通り

の販売先を想定して製品を安く作る目的か，②新興国も含めた地域に販売するための製品を

格段に安価な価格で製造する目的か.基本的には，製造費用の削減だけでなく，顧客の観点

から見た製品自体の魅力を生み出すことが必要である.そのためには，イノベーションとい

うほど大きな効果を導かなくてもよいカ~， r売れる製品」の開発を行うしかない.

「安いJこと以外に特徴を持たない製品は，価格競争の渦の中で埋没する可能性がある
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安いだけではない製品的・事業的要素を保有し，独自に事業展開するためには，単純な生産

委託(分業)関係ではなく，売れる製品を開発・保有するか，製品に魅力を与える事業スキ

ームを構築することが重要である.

それに関係づけた共創(共同創造)型の水平分業関係の構築を目指さなければならない.

それは一方的な生産委託の関係ではなし分業関係にある企業の双方が競争優位な要素を有

L，得意とする製品特性，技術，地域など市場セグメント別の要素を提供しあうなど，共同

行為を通じて相互の競争力を向上させる形態ではないだろうか(図19). 

規模と独立の、協力関係

協力関係、 QEM、
相互技術交換、共同開発

企業A ) 中間部品・製品等を供給 企業B

く、連携関係〉

よエ
・，ー+・ー-ー-ー

製造等の役割分担 エエ
→製品/技術の補完

製品市場
一みを活かす 伊

セグメントA 相互の事業目的を達成 トB

図19 共審j型水平分業関係

出所)筆者作成ー

2)モジュールによる競争劣位と打開戦略・若子の検討

日本企業と日本以外のアジア企業との問には， 20世紀において，技術水準ゃ生産管理の能

力に顕著な差があり，日本企業は現地企業と協力しつつ現地法人を作札日本のマザー工場

での製品とほぼ同じ物を低価格で製造L，日本および経済先進国で(，割安品」として)販売

していた.だが，電子工業では，デジタル化やモジュール化の浸透の結果，技術的機能・性

能の差が，ビジネス展開上，従来に比べて支障とならなくなった また，ハイエンド高級品

とローエンド普及品と区分できた製品市場セグメントの状況も大きく変容してきた.

エレクトロニクス系で市場セグメント化(市場での棲み分け)が困難な理由はモジュール

化の影響が大きい.だが，モジューJレ化部品で組み立てられた製品でも，サムスン電子やLG

など一部企業の製品は「売れているJ.よって，モジューJレ部品を基本とする製品では差別化

できないという見解は成立しない.事業経営上の差はどこに求められるか.

サムスン電子はハイエンド品と普及帯製品の市場別事業展開において垂直統合型と水平分

業を使い分けている.また，サムスン電子は，中国企業等の生産能力増大を見越して，低コ
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スト化よりも「高級品化jの追及を開始した.同社は， I高級感Jある製品を高水準価格で販

売するとともに，標準機能製品を割安価格で販売し，事業成果を上け。ている.その要因は，

①大量に生産(製造費用の低下)し割安感を訴求する，②短期間に大量に販売し，売り切る

(投資費用回収)，③技術面でなくデザイン設計画での製品の魅力を高める16) ④低価格品需要

の規模が大きい新興国では，現地企業と共同で低価格製品を開発しながら，少しずつグレー

ドの高い商品も提示するなど，国別，市場特性別に，巧みな製品販売戦略を行い，各国現地

のビジネス環境に対応しようとしている.総合電機や大企業の多い日本電子企業にとり示唆

される点は多いように思われる

このように，同業者の一部企業が利益を上げている以上，事業劣位の原因をもっぱらモジ

ューJレ化に帰着することはできないだろう.

3)ピジネスモデルの状況対応への失敗

本稿ではビジネスモデルを，事業実施に必要なシステム(仕組み)，および収入と費用の関

係を反映する収益モデルと捉えている.前者の事業システムでは，事業の仕組みとして，事

業に必要な取引関係，連携・協力関係の構築が重要となる.ここでは，連携 分業関係や，

利益を出す製品の選択や開発の要因が関わってくる.

日本の電子企業(テレビメーカ一等)の多くは，各社が提供する製品に関して，事業計画

段階で想定した製品セグメント化および製品差別化が実効的でなく失敗した(表 1-1-表

4) .さらに，価格競争でも苦戦し，事業採算のめどが立たず，当該事業領域から撤退する企

業も続出している 日本企業が国際的水平分業というビジネスモデルに全面的に至らなかっ

たのは，従来，独自設計や製造能力，非価格競争力にも幾分かの自信があったためと，中長

期的に製品開発力を維持するには製造現場の保有が不可欠と捉えていたためと思われる.し

かし，製品の多くを希望価格帯で販売することができなければ，価格を引き下げても売れる

とは限らないし，むしろ採算を悪化させかねない 日本企業が薄利多売型事業モデルを選ん

でも，世界規模での市場シェア上位企業にならない限り，量産効果は得られない だが，液

品テレビの世界市場シェア 3位のソニーでさえ，過去の製品 技術開発体制を維持した経費

がかさむなどしたためテレピ事業で利益をほとんど出せない状況が続いた.他方，日本国内

での製造を停止し海外メーカーに製造委託した東芝は赤字を解消できた17)

こうして，デジタル技術の陳腐化速度が想定以上に速く， I数をつくっても収益を確保でき

16)国際工業デザイン・コンベでの入賞など，デザイン開発面では長期的な取り組みがなされてい

る.r日経デザイン12002年8月，同2004年10月，福田 [2008]，r週刊ダイヤモンドJ2013年11

月16日目

17) r日本経済新聞J2012年9月21日，同2013年8月2B， r日経産業新聞J2008年5月15日，同

2010年2月5日.
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ないことがはっきりしたJC大坪文雄パナソニック社長) CW日本経済新聞j2011年10月22日).

「商品の企画設計がおろそかになり，売れない商品を作りすぎた デジタル製品の特徴である

水平分業の作り方ができなかったJC山田昇ヤマダ電機会長) C r日本経済新聞J2012年6月12

日)という言明がある.

一方，ホンハイが製造する携帯電話は2000-4000万個の取引ロットであるだろうが，日本

企業のトップ企業でも 100万個に達しない次元である.2008年以降には，アジア企業の圧倒的

生産量に比べると，量産規模が小さすぎるため，日本企業からの発注規模が小さい場合には

製造拒否される事例も出てきた18)これらの点は，日本企業が高度成長期に考えてきた薄利多

売型ぜジネスモデルやその後の改良製品発売と段階的値下げ販売 新機能追加を通じた事業

展開という成功体験が， 21世紀初頭においては通用しないどころか，捨て去るべき見解にな

ったことを示すものである.

ビジネスモデルの変化は，ビジネス環境の変動と直結した課題である.世界・日本電子工

業の変質は市場ニーズや競合企業の動きがきわめて速く，激しいので，競争の局面ごとに求

められるビジネスモデルも頻繁に変化している.例えば， 2000年代になり，中国企業の電機

製品供給量が急増している.世界的に見て，テレビ用パネルを含むテレピ関連製品・部品の

過剰な供給が価格競争を激化させる要因となっていることは間違いない削.

(補論)歴史的事例の回顧

1 )日本と台湾の連携関係:液晶テレピ用パネルの例

工場当たり約1000億円の設備投資負担を回避するため，シヤ}プは1999年，ノートパソコ

ン用液晶表示装置の委託生産を戦略提携関係として決断L，['門外不出」の生産技術を庚達電

脳に供与し，欧州向けの液晶パネルを製造委託した cr日本経済新聞j1999年 7月6日). 

1998-1999年頃，他の日本企業も技術提携を行った 日本企業の意図は，高度技術を必要と

する大型パネルを日本で作り，欧州向けの中型パネル及びそれを使ったテレビを台湾企業に

製造委託することであった.この時点で委託企業と受託企業の技術差は存在していたが，台

湾側企業は大規模な設備投資を行うと共に，猛烈に学習した.同時に，日本の材料企業も日

本圏内での需要不足を補う新たな取引先拡大の機会とみなして，最新製品をその使用方法も

付随して積極的に販売した.

図20は，日本企業から台湾企業に供与された液晶テレピ用パネルの技術移転の関係を示し

18)デジタルカメラでは，採算のとれる生産 出荷は1000万台などと，生産ー出荷の最低規模が存

在する領域が生じている c[日経産業新聞J2011年5月31日)• 
19)地方政府の公的資金支援もあり，大型液晶ノ旬、ル生産用等の大規模工場の建設が続いている.

一方，太陽電池では過剰生産抑制を狙う企業選別基準も示された cr日本経済新聞j2013年12月

23日，同2013年12月24日). 
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ている 1999年には 6つの企業開技術提携関係があり，日本の主要電機企業が各社の事業戦

略からパートナー企業に技術を提供した しかし，日本企業の意図に反して，その後，台湾

企業は旺盛な技術吸収力を発揮して，中型パネルの製造にとどまることなく，独自に製造す

るパネルの大型化に向けて，意欲的に投資を繰り返した.製造したテレビを日本で販売しよ

うとする企業まで登場した.もう 1つには，台湾企業同士の合併も生じ.2001年に，友達光

電 (AUO)が成立し.2006年には庚輝電子を吸収し，日本企業との提携関係が複雑になった.

同時に，同社の親会社である宏基 (Acer)がテレビ等を製造する面で，グループ会社として

の製品競争力を向上させていった副.友達光電は，その後，日本企業の製造規模をはるかに越

えた大規模な受託製造事業を展開し始める(明石 [2009]図6).また，部材等の調達金額も

拡大するに伴い，日本の部材企業や液晶パネル製造装置メーカーも最先端技術を体化した商

品を販売していくので，台湾企業が製造する製品も使用される部材や製造機械も日本企業の

ものと差がなくなると同時に，大量生産や大量購入に基づく費用低下の差が生じてきた.

群創光電と2010年合併
2012年社名変更

図20 台湾企業への技術移転とその後

注)( )内の社名は，グループ中核会社や親会社.
出所)赤羽 [2003]， r中華民国台湾投資通信J[2004]を加筆修正L-.筆者作成

当時はインターネットの普及が始まり，携帯端末でも文字に加えて動画を扱うようになり，

高性能の小型液品パネルが必要となった.事業経営の主軸もPCから携帯端末へと移る時機に

重なった.なお.2000年時点で.12インチ以上(大型)のTFr型液晶パネル市場は，すでにサ

ムスン電子とLG7イリップスLCD社が世界市場の首位を押さえていた(上記表 1-2参照

『日本経済新聞j2000年6月10日)

外部委託に伴う技術移転や技術指導の結果，受託側企業の受容能力や組j織能力がそれにう

まく対応した場合には，競争優位の逆転を引き起こす事業展開に結びっくかもしれない.

20)大型液晶パネルに関する表 1-2で.2000年に名前がなかった友達光電は，翌2001年には

10.0%として登場した (f日本経済新聞J2002年6月25日). 
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2000年代前半から後半の期間に，日本テレビメーカ}の競争力低下が顕著となり，製造委託

の度合いが一層高まった.ほぽ同時期に，日本企業は世界のテレピ市場で競争力を失ってい

った.

2) 日本テレピメーカ一等のOEMと7ァプレス新興企業の経験

日本電機企業の歴史を見ても，ソニー以外の家電企業はアメリカの小売業や家電量販庖の

OEMを受託した経験を持つ 日本のテレピメーカーも 1960年代，アメリカ企業に対してOEM

受注を通して仕事を覚え生産技術を向上させ，事業領域の中心をローエンドからハイエンド

に移動させていった.それらは，日本の製造工場稼働率を上げることや，アメリカ市場の需

要内容を把握することまで目的はさまざまであった.

ソニーも，ヒユ}レット=パッカードやアップルコンピュータのOEMを受託した経験がある.

しかし，すべてのOEMが「下請J(受注者より事業規模が大きい発注者からの委託で，発注者

が定めた製品仕様通りに製造し，製造された全品は発注者が買い取ること)とは限らない.

例えば，任天堂はゲーム機に関しては製造設備を持たないため，パナソニック，ホンハイ等

がOEM製造してきた.OEM受託企業は現在まで多数存在してきた.OEMという行為より，

OEMに委託する企業の販売力や経営力が重要であろう.

フアプレス企業の例では，アメリカのピジオ (Vizio)の事例，日本ではパイ・デザインの

事例がある.ピジオは， 2002年にワングらにより設立されたアメリカの7アプレスベンチャ

ー企業である.2009年の従業員162人，売上高2000億円超.設計とデザインを手掛けるが，製

造は台湾の瑞軒科技(AmTRANTechnology)に委託している.株主には，鴻海精密工業が名

を連ねている ピジオの北米における液品テレピ市場シェアは概ね 2位から 5位だが，時々

首位にもなった21)世界市場シェアは約 3%である.

パイ・デザイン(株)は， 2003年に飯塚克美らが設立した日本のフアプレスベンチヤー企

業である.2006年度には従業員30人と派遣社員10人の規模，売上高は約73億円であった.企

画，設計，デザインを自ら手掛けていたが，製造は中国の慶門華僑電子 (Xececo)に委託し

ていた.同社と画像処理チップLSIの共同開発を手掛けていた.2009年，パイ・デザインに対

して，台湾の瑞軒科技が33%出資した.だが，ノミイ・デザインは2011年経営破綻した.

なお，瑞軒科技は，日本ピクター rJVcJプランドを有償で借りて， 2011年から北米市場で

JVCプランド・テレピを発売している (W日本経済新聞J2010年11月16日ほか).

3)アメリカのパソコンメーカーの経験

アップルの社名がアップJレコンピュータ社の時代に，同社は厳しい経験を凌いでいる.

21) 2009年 1-3月における北米の液品テレビ出荷台数シェアは，ピジオ18.9%，サムスン電子

17.4%，ソニー14.5%であった (r日本経済新聞j2009年5月13日). 
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1977年にパーソナルコンピューター(以下，パソコン)を発売した後.1981年にffiMがマイク

ロソフト社の基本ソフト (M~氾05) を搭載した対抗製品を発売し，市場を席巻した.マイク

ロソフト社の基本ソフトの世界市場シェアが95%以上で継続した中，アップルコンピュータ

社の事業は苦境におかれたが，コンピュータ周辺機器及びPDA(個人情報端末)などを自社

製造するのではなく，製造の得意な日本企業(ソニー，シャープなど)にOEM委託した.そ

の後，低価格競争が激しくなると，アメリカの同業他社と同様に，低価格生産に秀でた台湾

企業にOEM先を変更していく.とくに，パソコン以外の製品では，部品の一部を日本企業か

ら調達L.台湾企業に組立を委託するという形態などで外部資源活用の度合いを強め，自社

は，概念等の設計や製品技術開発に注力するようになる(図14のF形態に相当する)

1990年代に，低価格競争を仕掛けたコンパック・コンピュータ社，テつレ社も，ノート型パ

ソコン(低価格製品)の調達には，康達電脳 (Qu叩同)や仁宝電脳工業 (Compal)など台湾

企業への製造委託が進んだ.米国企業が台湾企業と連携する目的や背景事情には，①米国企

業に製造能力が欠如している.②価格競争力を重視している.③設計品質を重視し，設計活

動に自社の人的資源を投入することを優先したことがあった.他方，台湾企業にとり，製造

受託事業への特化には，①製品叛売能力(競争力)がなくても実行できる.②売れ残りのリ

スクがない，③中長期的には，生産管理能力や製造技術水準の向上が期待できる.④価格競

争力(低価格での製造能力)をもっ.これらの点で，米国・台湾両国企業にメリットはあっ

た.

アメリカ市場では日本市場以上に低価格製品を求める需要が強く，これらのパソコンメー

カーは周辺部品やマザーボード，モニターまたはディスプレイの調達から組立全般の製造委

託に至った.OEMは1990年代初頭から2013年現在までの期間において，台湾企業との提携関

係を維持してきた.それは，これら企業が基本的に「製造を放棄Jする戦略をとってきたか

らであり，かっ，市場販売の実績を上げてきたからである.

アメリカのパソコン企業では i(ブラウン管)テレビの二の舞にはならない」という合い言

葉があったという.日本企業が輸出攻勢を仕掛ける以前の時期に，当時のアメリカテレピメ

ーカーは，韓国，台湾，メキシコ等の現地法人での生産，その後，日本企業を含む海外企業

へのOEMで低価格路線を歩んだ.しかし，テレピ収納用木製枠を除き，もっぱら安さだけを

訴求していて，生産技術や画質に関わる技術開発も重視されていなかヮた.だが. 1980年代

に日本の電機メーカ}が高品質で割安の製品を集中豪雨的にアメリカ市場に輸出し，アメリ

カのテレビメーカーのほぼすべてが経営破綻に追いやられた(明石 [2006])• 

パソコンの場合，基幹部品のMPUをインテルが，基本ソフトをマイクロソフト社が提供し，

ともに世界標準となっていることがテレピとの大きな相違点であった.一方，世界のノート

型パソコンの 7-9割を台湾企業が組み立てている状況の中，価格競争が一層激化し，パソ

コンは(株主が満足するだけの)収益を生まない事業とみなされ.2005年.IBMがPC事業を
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レノボ(聯想集団)に売却し，撤退した (2002年コンパックはヒューレツト・パッカードに

買収されたに

V 結びに代えて

( 1 )検討結果のまとめと含意

明らかになったことをまとめて，結ぴに代えたい.

1 )日本の電子工業製品は2004-2007年をピークに競争力を低下させ，多くの国内メーカー

が不採算事業から相次いで撤退した.

2)モジューyレ化部品が浸透すると価格競争は必然的に激化するという見方があるが，水平

分業で，そうした事態を打開できるのだろうか.水平分業の概念には，技術格差や用途差に

基づく市場棲み分けという視点と，製品・部品別の分業生産関係、という視点からの解釈があ

った.だが，下請発注の発想による水平分業の大半は同業者へのOEMであり，ある意味で当

面の対処策でしかない 製造受託専門会社への委託においては，まとまった規模の発注が交

渉上，望まれるが，結局のところ，低価格競争に対応する性格が強く， I割安感」の検討に値

する「製品の魅力jを持つことが重要だと捉えた

「売れる製品jまたは顧客の観点から見て「魅力ある製品jをもつためには，価格以外に

製品固有の機能や，価値，人の心をとらえる要素を備える必要がある.そうした意味での価

値を持つ製品については販売を期待できるので，販売促進の一環として，少しだけ低い価格

設定にも対応できるように製造委託する事業戦略は有意味であるだろうと理解した.

3 )水平分業がうまく進む条件とは，①製品市場がセグメントされ，市場での棲み分け関係

が成立していること，②委託ー受託企業の双方が「異なる」技術次元での強みを持つこと

(組立工程の一部で技能労働や技術ノウハウを要する，組立工程で摺り合わせ作業を伴う)な

どが考えられる これらの条件は，電子工業で顕著には観察できにくくなったが，工作機械，

乗用車ではなお観察できるように思われる副

4 )提携相手の選択は，ビジネスモデルの選択でもある 日本企業が，新興国市場での販売

主導権を目指して想定してきた低価格製品の売れ行きは中国企業など新興国企業の台頭が加

わり，不十分であった.一方，低価格のみを追究する連携はうまく行かないだろう.そうで

はなく，世界各地の市場に応じた魅力ある製品を作ることが肝要である.日本企業にとり，

水平分業戦略の失敗という以前に，顧客の観点から見て魅力ある製品(=売れる製品)の開

22)例えば，劉・佐藤 [2013]では工作機械の事例を取り上げ，保有資源が相互補完関係，販売先

市場での競合無しの提携が成功した事例を研究している.それは，摺り合わせ型製造方式での事

例でもあるが，同業者同士の場合であっても，得意な事業領域(製品および販売地域のセグメン

ト)が異なる業種平企業の特徴がポイントである
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発を継続できなかったこと，とくに，製品が売れなくなった後でも，過去の販売経験から事

業戦略を修正できず，悪循環から脱却できなかったことが重要な一因であると思われる.そ

れは言うは安く，行うは難しい，が.

5 )モジューJレ化部品からつくられるデジタル製品(パソコン，液品テレビなど)に多くの

顧客が求める機能は標準的・一般的内容に収れんした.この状況下において，希望価格で製

品が売れるためには，自社製品を販売できる製品市場セグメント化を導く差別化要素が欠か

せない.標準品以外の製品では，顧客が支払い価値を考慮するような固有の特徴を持っか，

他社が直ちには追随・模倣できない要素を持つことが重要である.例えば，サムスン電子の

事業展開では，高価格帯と低価格帯の両面事業の展開，それに対応する自社製造と委託製造

というビジネスモデルの使い分け，製品デザインや企業イメージの飛躍的向上など，さまざ

まな工夫が長期的に取り組まれてきた.日本企業には，デザインを含む製品の魅力づくりの

次元や幅を拡充する考慮やその徹底がなお不十分と思われる.

6)日本の電子系企業の競争力回復には，生産体制やビジネスモデルの選択だけでなく，顧

客の観点から見て魅力ある製品の開発が要であろう.20世紀には，高額製品を自社・日本で

作り，標準品を外部委託，とくに東アジアで生産する(海外生産シフトと外部委託の段階的

進行)構想を抱いていた日本電子企業は，高機能追究で技術要素を最優先しつつも，それは

突出したアイデアに基づくというよりも. 100点満点で見て20点.30点の状況の製品または製

法を50点.70点.90点へと改良を重ね，効率を引き上げていく性格が強かった却 しかし.21 

世紀の電子工業では，韓国，台湾，中国の企業との競争は蟻烈を極めている.長らく認識さ

れてきた点ではあるが.rいかに作るか」という効率化や生産性向上の発想だけでなく.r何
を作るかJrなぜ作るかJという根元的な聞いが今こそ求められているのである.

( 2 )今後の検討課題

言うまでもなく，グローパル市場基準に立てば，日本でしか通用しない製品には事業の展

望が見えない.だが.rガラパゴス化jとみなされている事業領域は窪全に否定されるだけの

ものだろうか.つまり.rガラパコ'ス化J製品・技術のもつ新規性や技術要素を，新興園を中

心としたマス市場向けではなく，特定顧客向けに絞り込んで捉える視点と解釈することはど

うか.例えば，ガラパゴス化の前向きな理解として，かつてのアップJレ・パソコン.BOSEの

23)半導体事業に技術者として関わってきた湯之上は，日本製造企業が強みを発揮するのは，①製

造現場のTQCやカイゼン活動により製造効率が向上し，それが競争力の源泉となる事業領域(自

動車産業など).②多くの要素技術を組み合わせて総合的な摺り合わせを行うことが必要な事業

領域，③連続的に技術進歩が要求される事業領域とみている 他方，①研究，製品企画，設計，

マーケテイング，販売面で，アイデア発揮による競争力が求められる領域，②モジュール化した

領域や何か 1つの突出した技術が競争力を決定する事業領域，③非連続的に技術ーが変化する領域

では競争力が弱いと述べている(湯之上 [2013]pp.212・213).
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音響システム，ソニー・トリニトロンテレビなど，ハイエンド領域やニッチ的領域あるいは

趣味的領域を含む本当の高級品ニッチ戦略という可能性はないだろうか.欧州にある乗用車，

時計，ファッション日用品など，高級品としての製品開発は，日本企業にとり経験が無く，

不向きだろうか この論点は，独りよがりの特殊用途基準となる恐れも残るが，技術的イノ

ベーションの実施に関連づけて検討する余地はあるだろう.

*本論文は，学術研究助成基金助成金(基盤研究C)課題番号23530326に基づく研究成果の

一部である.
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